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� �

島根県会計規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成��年�月��日

号外第��号 平成��年�月��日 (�)

� �

� �

島根県会計規則の一部を改正する規則 (会 計 課) �

長期継続契約を締結することができる契約に関する条例施行規則 ( 〃 ) �

� �

島根県保育士試験規程の一部改正 (青少年家庭課) �
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平成��年�月��日 (金)

�� � ���
(毎週火・金曜日発行)
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◇�������
��������� (島根県規則第��号)

	 規則の概要

� 資金前渡をすることができる経費を定めることとした｡ (第�
条)

� 随意契約により物品等を調達する場合の手続を定めることとした｡ (第��条の�)

� その他規定の整理

� 施行期日

公布の日から施行することとした｡

◇�� !"#�$%��&'()*�"#+,��
�-.�� (規則第��号)

	 規則の概要

� 規則で定める契約は､ 次のとおりとすることとした｡ (第�条関係)

ア 車両の借入れに係る契約

イ 医療機器その他医療の提供に必要な物品の借入れに係る契約

ウ 理化学機器類の借入れに係る契約

エ 試験研究機器類の借入れに係る契約

オ アからエまでに掲げる物品の保守管理業務の委託に係る契約

カ 電子情報処理組織の運用業務の委託に係る契約

キ 医療に関する事務その他医療の提供に必要な業務の委託に係る契約

ク 給食業務の委託に係る契約

� 長期継続契約を締結することができる期間を契約の内容に応じて�年から
年までを上限とすることと

した｡ (第�条関係)

� 施行期日

公布の日から施行することとした｡
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島 根 県 報

島根県知事 澄 田 信 義

��������	

島根県会計規則の一部を改正する規則

島根県会計規則 (昭和��年島根県規則第��号) の一部を次のように改正する｡

第��条の見出しを ｢ (資金前渡) ｣ に改め､ 同条各号列記以外の部分を次のように改める｡

政令第���条第�項第�	号の規則で定める経費は､ 次に掲げる経費とする｡

第��条中第��号を削り､ 第��号を第��号とし､ 同条を同条第
項とし､ 同条に第�項として次の�項を加える｡

政令第���条第�項第��号の規則で定める契約に基づき支払をする経費は､ 次に掲げる経費とする｡

� 後納郵便料金の支払に要する経費

� 下水道料金の支払に要する経費

第��条の見出しを ｢ (概算払) ｣ に改め､ 同条各号列記以外の部分を次のように改める｡

政令第���条第
号の規則で定める経費は､ 次に掲げる経費とする｡

第��条を次のように改める｡

(前金払)

�
�� 政令第���条第�号の規則で定める経費は､ 次に掲げる経費とする｡

� 次条に規定する経費

� 損害保険料の支払に要する経費

第��条の見出しを ｢ (繰替払) ｣ に改め､ 同条第�項各号列記以外の部分を次のように改める｡

政令第���条第�号の規則で定める経費は次に掲げる経費とし､ 次の各号に掲げる経費の支払について繰り替えて使

用させることができる収入金は当該各号に定める収入金とする｡

第��条の�を第��条の�とし､ 第��条の
を第��条の�とし､ 第��条の次に次の�条を加える｡

(随意契約に係る公告)

�

��� 政令第��	条の
第�項第�号及び第�号の規則で定める手続は､ 次に定めるところによるものとする｡

� 契約担当者は､ 当該年度における物品又は役務の調達について発注の見通しをたて､ 遅滞なく次に掲げる事項を公

告するものとする｡

ア 物品又は役務の名称及び数量

イ 契約を締結する時期

� 契約担当者は､ 契約予定日の前日から起算して少なくとも��日前までに､ 次に掲げる事項を公告するものとする｡

ただし､ 急を要する場合においては､ その期間を�日まで短縮することができる｡

ア 物品又は役務の名称及び数量

イ 契約条項を示す場所

ウ 契約の相手方の決定方法及び選定基準

エ その他必要と認める事項

� 契約担当者は､ 契約日の翌日から起算して	�日以内に､ 次に掲げる事項を公告するものとする｡

ア 物品又は役務の名称及び数量

イ 契約の相手方の氏名及び住所

ウ 契約金額

エ 契約の相手方を選定した理由

オ その他必要と認める事項


 前項各号の規定による公告は､ 島根県報､ 新聞紙､ 掲示その他の方法によるものとする｡

第��条第
項中第��号を第��号とし､ 第�号から第��号までを�号ずつ繰り下げ､ 第�号の次に次の�号を加える｡

� 契約の解除

第��条第�項中 ｢第
条第
項｣ を ｢第
条第
号｣ に改める｡

号外第��号 平成�	年�月��日(�)



島 根 県 報

� �

この規則は､ 公布の日から施行する｡

長期継続契約を締結することができる契約に関する条例施行規則をここに公布する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

�������	


長期継続契約を締結することができる契約に関する条例施行規則

(趣旨)

��� この規則は､ 長期継続契約を締結することができる契約に関する条例 (平成��年島根県条例第��号｡ 以下 ｢条

例｣ という｡ ) の施行に関し必要な事項を定めるものとする｡

(長期継続契約の対象となる契約の範囲)

�
� 条例第�条第	号の規則で定める契約は､ 次のとおりとする｡

� 車両の借入れに係る契約

� 医療機器その他医療の提供に必要な物品の借入れに係る契約

� 理化学機器類の借入れに係る契約

� 試験研究機器類の借入れに係る契約

� 前各号に掲げる物品の保守管理業務の委託に係る契約

� 電子情報処理組織の運用業務の委託に係る契約

� 医療に関する事務その他医療の提供に必要な業務の委託に係る契約

� 給食業務の委託に係る契約

(長期継続契約の期間)

��� 条例第�条の規定による契約の期間は､ 次の各号に掲げる契約の区分に応じ､ 当該各号に定める期間を超えるこ

とができない｡

� 条例第�条第
号及び第�号の契約 	年

� 条例第�条第�号及び第�号の契約 �年

� 前条各号に規定する契約の期間は､ 次の各号に掲げる契約の区分に応じ､ 当該各号に定める期間を超えることができ

ない｡

� 前条第
号から第	号までに掲げる契約 	年

� 前条第�号から第
号までに掲げる契約 �年

� 前�項の規定にかかわらず､ 
の契約の内容が条例第�条第
号から第�号まで及び第�条各号に掲げる契約のうち

�以上の契約に該当するものである場合の契約の期間は､ それぞれ当該契約の前�項に定める期間のうち最も長い期間

を超えることができないものとする｡

� �

この規則は､ 公布の日から施行する｡

� �

���������


島根県保育士試験規程 (昭和��年島根県告示第���号) の一部を次のように改正する｡

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

号外第��号 平成��年�月��日 (�)



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円

(送料共)

島 根 県 報

第�条中 ｢規程｣ を ｢告示｣ に改める｡

第�条中 ｢告示する｣ を ｢公告する｣ に改める｡

第
条第�号中 ｢保育士試験一部科目合格証明書｣ を ｢保育士試験一部科目の合格を証する書類｣ に改める｡

第�	条を削り､ 第��条を第�	条とし､ 同条の次に次の�条を加える｡

���� 知事は､ 筆記試験又は実技試験を実施したときは､ 速やかにその結果を受験者に通知する｡

� 知事は､ 保育士試験に合格した者の受験番号を公告する｡

第��条を削る｡

第��条中 ｢省令｣ を ｢､ 省令｣ に､ ｢保育士試験合格証明書｣ を ｢保育士試験合格通知書｣ に､ ｢保育士試験一部科目

合格証明書｣ を ｢保育士試験一部科目合格通知書｣ に､ ｢登録するものとする｣ を ｢登録する｣ に改め､ 同条を第��条と

し､ 同条の次に次の�条を加える｡

���� 法第�
条の�第�項の規定により､ 試験の実施に関する事務を知事が指定する者 (以下 ｢指定試験機関｣ とい

う｡ ) に行わせることとしたときは､ 第�条から前条までの規定 (第��条第�項を除く｡ ) にかかわらず､ 当該指定試

験機関の定めるところによる｡

� �

この告示は､ 平成��年�月��日から施行する｡

号外第��号 平成��年�月��日(�)


